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ク時代の情報処理教育マルチメディア・ネットワ ■■■■■■ 

林直嗣

1．情報化社会の展開とコンピュータリゼーショ

ン

よる高付加価値化、（３）関連産業の生産性向上

と新サービス事業の創出などにより、今後10年間

に関連産業の雇用は360万人から500万人に増え、

設備投資は750億ドル以上に及び、GDPは1000億

ドルも増加すると見込まれている(2)。

カナダやヨーロッパ先進諸国、さらには香港や

シンガポールなどのＮＩＥＳ諸国でも同様の`情報ハ

イウェー計画が策定され、実現の方向に向かいつ

つある。日本でも羽田内閣の時に「高度`情報通信

推進本部」の設置が指示され、マルチメディアに

対応した光ファイバー・ネットワークの全国整備

や`情報通信分野の新産業創出に向けて、日本版,情

報ハイウェーの建設に乗り出すことになった。電

気通信審議会（郵政相の諮問機関）の答申では、

NTTの中継系にはすでに多くの光ファイバー網

が導入されているが、家庭や企業などの加入者系

はまだこれからなので、2010年までに光ファイバ

ー綱を全面整備し、高速化を図っていく見通しで

ある。これが実現すれば、マルチメディア市場の

規模は123兆円にのぼり、関連産業では243万人の

雇用が創出されると期待されている(3)。

情報ハイウェーとマルチメディア

クリントン政権のゴア副大統領は情報ハイウェ

ー構想を提唱し、`情報・通信関連の大規模投資に

より２１世紀に向かって高度情報化社会を建設する

方針を打ち出した。その具体化のため先ず1991年

12月にはハイパフォーマンス・コンピューティン

グ法を成立させ、（１）超高速並列コンピュータ

ーの開発、（２）新しいソフトウェアとアルゴリ

ズムの開発、（３）研究開発と教育を目的とする

国家的なコンピューター網の建設を主要な政策課

題として策定した。`情報ハイウェーという言葉か

ら推察されるように、全米の企業や学校や家庭を

光ファイバーの高速ネットワークで結びつけ、電

子メールから電子会議、テレビ・ショッピング、

在宅医療、電子決済システムなどにいたるまで、

従来の文字だけでなく画像や音声も双方向で送れ

るマルチメディアの高速道路を建設しようという

わけである。しかしそれだけに留まるものではな

く、RISCチップやポストRISCチップを並列した

超高速のスーパー・コンピューターを開発し、ハ

ードウェアの飛躍的な技術革新を図るとともに、

それを使いこなすための新しいソフトウェアの開

発も推進することを目的とする。いわば高速道路

を建設するだけでなく、そこを走る高速自動車を

開発し、それを安全に走らせる高度な運転技術も

磨こうとするものである：')。

大統領経済諮問委員会の試算によると、こうし

たマルチメディアの情報ハイウェー計画が実現す

れば、（１）高度情報通信インフラへの設備投資

の拡大、（２）,情報通信事業への労働力シフトに

高度情報化社会の展開

こうして高度情報化社会に到達しつつある先進

諸国では、２１世紀に向かってマルチメディアと情

報ハイウェーが経済成長の新しい担い手として期

待されており、政策の中心に据えられようとして

いる。すでにダニエル・ベル教授が指摘していた

ように、第１次産業（農林水産業、鉱業）から第

２次産業（製造業）に重点シフトした産業社会は、

第３次産業（商業、サービス業）の隆盛を契機に

「脱工業化社会（post-industrialsociety）」と呼

ばれるようになった。見える財貨（visiblegoods）
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の生産を、見えざる用役（invisibleservices）

の生産が凌駕するようになったのである。さらに

第３次産業の中で'情報・知識関連産業の比重はま

すます高まり、第２次産業におけるコンピュータ

ー関連産業と併せて「第４次産業」という独立の

分類として考えられるほどになった。`情報化社会

の一層の高度化は、２１世紀に向かって揺るぎない

趨勢となっている。

ガルブレイス教授は「権力の基礎」という論文

において、農業社会では土地を所有する地主や領

主が権力者となり、工業化社会では資本を所有す

る資本家が権力を持ち、パーリーーミーンズのい

う「経営者革命」を経た情報化社会では、情報を

所有する経営者や政治家や知識人が権勢を振るう

ことを指摘した。生産において主導的な役割を果

たす生産要素は、かつての土地や資本から情報に

移りつつある。同時に生産高、資本量、雇用量の

いずれにおいても、`情報・知識産業は主要産業、

リーディング・インダストリーとなりつつあり、

消費者はますます高品質で大量の情報を商品とし

て消費する傾向にある。生産と消費の両局面にお

いて情報・知識はますます重要な地位を占めるよ

うになり、それゆえに権力基盤としてもクリティ

カルになったのである。

た。1949年にはフォン・ノイマンによってプログ

ラム内蔵型の計算機が開発され、半導体は真空管

からトランジスター、ＩＣ、LSIと進歩して、現在

は第４世代の時代に入っている。コンピューター

による音声処理は音声のディジタル化により初め

て可能になり、ＣＤやDATの普及によるところが

大きい。同様に画像処理も画像のディジタル化に

より可能となったが、ゲームや映画などコンピュ

ーター・グラフィックスの発達によるところが大

きい。ディジタル化による音声・画像処理はデー

タの膨大化を不可避とするので、ハードディスク

やCD-ROMなどのメディアの大容量化、CPU処

理速度の高速化、ビデオ・アクセレレーダーやデ

ータ・バスや光ファイバーなどデータ転送の高速

化などの技術的条件が整ってから初めて可能とな

った。こうした技術的条件に支えられてこそマル

チメディア・コンピューターは登場したのであり、

`情報ハイウェーにマルチ情報を高速に走らせる原

動力となる。

２．情報処理教育に求められるもの

情報処理をこなせる人材の育成

まず第１に、`情報産業が２１世紀に向かってリー

ディング・インダストリーになるとすれば、大学

や短大、高専など高等教育機関の卒業生の多くが、

また優秀な部分が情報産業に就職することになる

わけであり、その産業を担っていける人材を教育

することは高等教育機関の主要な一般的責務とな

る。情報産業のＧＮＰに占める割合は1984年には

6.4％であったのが、2000年には２０．７％に及ぶと

推測されている。他の産業においてもコンピュー

ター関連や情報関連の部門は次第に増加しており、

それを含めると全産業におけるコンピューター．

`情報関連部門のシェアは非常に大きくなる。銀行

業を例にとると、1960年代後半から第１次オンラ

イン化が開始され、本支店間のネットワークによ

り現金引出機（CD）がどこでも利用可能となり、

業務の機械化・合理化が推進された。７０年代後半

の第２次オンライン化では経営`情報データベース

革新の技術的基盤

‘情報・知識は文字や音声や画像などで表現され

るが、従来はそれらを伝達するメディアとして、

文字では書籍や雑誌、新聞などの印刷物が、音声

では電話やラジオ、テープレコーダー、ＣＤ（コ

ンパクト・ディスク）などが、また画像では印刷

物の他に写真、スライド、８ミリ映写機などが、

さらに音声と画像では映画、テレビ、ビデオ、Ｌ

Ｄ（レーザー・ディスク）などが活用されてきた。

そして現代では文字と音声と画像をすべて統合的

に処理できるメディアが誕生した。それがマルチ

メディア・コンピューターであり、高度`情報化社

会を担っていく技術的基盤である。コンピュータ

ーは1945年に真空管式計算機として発明され、最

初は文字（数字）だけを処理するメディアであっ
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の蓄積が中心とされ、自動預人引出機（ＡＴＭ）

なども設置された。８０年代後半からの第３次オン

ライン化ではデータペースの活用による増収化が

図られ、企業や家庭とのネットワークを張り巡ら

せてファーム・バンキングやホーム・バンキング

が推進された。さらに最近では第４次オンライン

化が企画され、国際業務の進展に伴って海外ネッ

トワークが強化されつつある。他にも証券取引所

や証券会社のオンライン・システム、ＪＲの列車

予約オンライン・システム、旅行会社やホテルの

予約オンライン・システムなど、非情報産業にお

いても情報化・コンピュータリゼーションの進展

は目覚ましい。したがってこうした様々な分野に

おける情報処理・コンピューター処理ができる人

材を供給することも、大学に要請されている重要

な一般的任務である。

する必要があり、それを担う人材を育成していか

なければならない。かつてシュンペーターが名著

「資本主義、社会主義、民主主義」において指摘

したように、新しい技術と新しい組織、新しい生

産方法を用いて新しい商品を作り出すことがまさ

に革新（innovation）であり、それなくして経済

社会の進歩はあり得ない。最近話題になっている

組織のりエンジニアリング（rCengmeeIing；建て

直し）は、すでにシュンペーターが唱えていた組

織の革新に他ならない。与えられた定型的作業を

こなす情報処理技術者も確かに必要であるが、革

新的な製品を創造し、技術や生産方法や生産組織

などを改革していく創造的で挑戦的な人材が求め

られている(4)。

３．情報処理の－般教育

情報処理技術者の育成

第２に、そうした人材の中でとくにソフトウェ

アの開発に専門的に従事する`情報処理技術者が恒

常的に不足しており、通産省の予測では2000年に

は数'0万人も不足すると見込まれているので、こ

の需要を満たすように専門的情報処理技術者を育

成することが必要である。かつては業務用ソフト

ウェアのプログラミングは主として理工系のＳＥ

（システムズ・エンジニアー）に頼っていたが、

単にプログラミングの知識があるだけでは限界が

あり、本当に使いよいソフトウェアを作るために

は、当該業務に精通していることが必須である。

したがって単に情報処理の専門技術を習得するだ

けでなく、各業務の専門的知識も理解できるよう

な技術者を育成していくことが必要である。ある

いは各業務の専門知識を習得した上で、情報処理

の専門技術を活用できる人材を育成する必要があ

る。

情報リテラシー教育

大学の卒業生のすべてが情報化社会の中で生活

していくわけであるから、情報処理に関する基礎

的な知識はすべての学生が是非とも修得しておく

必要がある。一般教育としての情報処理教育の理

念は、まず第１に情報機器に慣れ親しみ、３Ｒ'ｓ

「読み、書き、算盤」に相当する情報リテラシー

の訓練を通して、`情報機器を不自由なく使いこな

せるようにすることである。そのために具体的内

容としては、キーボード操作をブラインドタッチ

でできるような訓練をしたり、ワープロによる日

本語変換と文書作成をしたり、スプレッドシート

による数字の処理とデータベースとしての利用を

したり、さらにそれを用いたグラフ表示をしたり

する。こうした情報リテラシーの授業は、ワープ

ロ・表計算コースとして設定されることが多い。

さらに最近ではアプリケーション・ツールを使っ

た初歩的な図形処理（コンピューター・グラフィ

ックス）や電子メールなどもリテラシー教育の一

部に付加される場合もある。

しかし大学における情報リテラシー教育は曲が

り角を迎えつつある。というのは新学習指導要領

に基づいて中学や高校で既に情報リテラシー教育

創造的人材の育成

第３に、情報産業が真のリーディング・インダ

ストリーになるためには、既成のものを作り直す

だけでなく、全く新しい有望製品を創造的に開発
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が本格化し、大学でのその必要性が低下している

からである(5)。1993年度からは中学校の技術・

家庭科で「情報基礎」が必修科目として設定され、

ワープロ、表計算、図形処理、パソコン通信によ

る電子メールなどの情報リテラシー教育が本格化

しており、BASICによる初等プログラミング教育

も進められている。６年後に大学に入学する学生

の大部分は、こうした基礎的学習を終えているこ

とになる。また高校については既に商業科では

「情報処理」が、工業科では「情報技術」が選択

科目として設置されてきたが、1994年度からは普

通科でも同様の科目が選択科目として開設された

ので、３年後からは情報リテラシーや初等プログ

ラミングの基礎教育を終了した学生が次第に多く

大学に入学してくる(6)。したがって大学ではそう

した基礎教育は大幅に縮小し、中学や高校に譲ら

ざるを得なくなるであろう。

ｸﾞ教育は、文科系では不必要であり、エンドユー

ザーに徹して情報リテラシー教育だけでよいとい

う意見もある。しかしこの意見は２つの理由で不

適切である。第１の理由は、1993年度から中学や

高校で情報リテラシー教育が本格的に行われるに

つれて、大学では情報リテラシー教育の必要性は

次第に低下していかざるを得ないことである。中

学・高校でそれが完了してしまえば、いずれは全

く不必要になるであろう。したがって大学ではそ

の上のコースとして、中級以上のプログラミング、

統計処理などの応用プログラミング、より高度な

データ処理、通信ネットワークなどに重点を移し

ていくことになるであろう。第２の理由は、前節

で指摘したように、ハードウェアの急速な進歩に

比べてソフトウェアのプログラム開発をする情報

処理技術者が圧倒的に不足しており、しかも開発

に当たっては文科系の業務知識が不可欠になって

いることである。プログラム開発は理工系の技術

者に委せておけばよいという時代は既に終わった

のである。したがって文科系におけるプログラミ

ング教育の重要･性は増加こそすれ、減ることはな

い(8)。

初歩的プログラミング教育

一般教育の第２の理念は、既存のアプリケーシ

ョン・ツールを使えるだけでなく、自分自身の問

題解決ができる情報処理システムを自分で作り上

げ、使えるようにすることである(7)。すなわち

プログラミング教育であるが、文科系では言語と

しては初心者用汎用言語として最も普及している

BASICが用いられることが多い。しかし理工系

では科学技術計算用のFORTRANやＣ言語が多く、

最低でも２～３の言語は用途に応じて使いこなせ

ることが望ましい。具体的内容としては、まず解

決すべき問題の本質を捉えて、モデル化する抽象

力を訓練する必要がある。次にモデル化された問

題を解決するアルゴリズムを理論的に作成し、そ

れをプログラムとして組まなければならない。ま

たそれを実行して、さらに改善できるかどうかの

．性能評価をし、最も効率的なプログラムに改善す

ることが望ましい。さらにアルゴリズムが大規模

になる場合には、それをモジュール化・櫛造化し、

簡明で効率の良いプログラムを作成する必要があ

る。

他方で、大学の一般教育におけるプログラミン

情報を使いこなす教育

さて一般教育の第３の理念は、情報リテラシー

やプログラミング能力の訓練を通して、情報処理

の重要性を認識し、生産要素としても消費対象と

しても情報が最も重要な役割を演じるようになっ

た情報化社会において、‘情報を使いこなして生活

していける基礎能力を酒養することである。コン

ピューターの技術的な使用法を修得するだけでは

なく、それによる情報処理が自分の生活や社会の

'1]でどのような意義や役割をもっているのかを判

断できる能力を培うことが大切である。そしてど

の業務にはコンピューターの導入は不必要で、ど

の業務には必要か、もし必要の場合にはいかなる

`情報処理システムをどの程度の規模で設計すれば

よいのか、といった判断能力は組織の経営を担当

するものには不可欠であり、一般教育でもその基

礎力を潤養することが望まれる。
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はわずか2学科にすぎない。これに対して北米では

コンピューター・サイエンスやコンピューター・

エンジニアリングなど関連学科157科中150学科で

computerという名称を用いており、inlbrmation

はわずかに12学科で、electricalは33学科で用いら

れている(9)。これは日本では情報というソフト

ウェアの側面が重視され、計算機という名称では

単独の学科にしにくかったのに対して、北米では

その核にあるのはあくまでコンピューターという

ハードウェアであるという認識の違いを表してい

る。

かつては一般教育科目（俗称パンキョウ）は、

ｌ～２年次の教養課程の専属科目と考えられ、教

養部のある大学ではもっぱらその担当であるかの

ように見なされていた。しかし文部省の新しい大

学設置基準では教養課程と専門課程の垣根が取り

払われ、各大学は個性を活かしたカリキュラム編

成が可能となった。したがって`情報処理の一般教

育も、教養部に専属の科目と固定的に考える必要

はなく、専門教育科目にとっての基礎科目と位置

づけてもよいわけであり、各大学の個性や方針に

合わせて適切な位置づけを行えばよい。

文科系の内容

文科系の場合は、情報処理専門学科はないが、

各学部の３～４年次における応用という形で情報

処理の専門教育が行われてきた。一般教育で履修

した初歩のプログラミングを基礎にさらに進んだ

COBOLやFORTRANやＣ言語などのプログラ

ミング言語、SASやTSPなど世界的にトップクラ

スの統計処理パッケージ・ソフトを用いた応用プ

ログラミング、研究用に使えるような本格的デー

タベース、ＵＮⅨサーバー・クライアント・シス

テムによるデータ通信ネットワーク、３Ｄなど高

度な手法を使うコンピューター・グラフィックス、

地理のデータ処理、ＥＤＰ（コンピューター）会計、

オペレーションズ・リサーチなど、様々なコース

が展開されて、専門的な研究にも活かされるよう

になってきた。他にコンピューターの実習を伴わ

ない講義形式のコースとして、ソフトウェア論、

ハードウェア論、システム設計論、システム分析

論、シミュレーション論、データ構造論などの開

設が増えており、文科系でも情報処理技術者を育

成できる体制が整えられつつある。実際文科系の

学生でも、情報処理技術者の国家試験の合格者は

年々増えている。

４．情報処理の専門教育

専門教育の理念

情報処理の専門教育の第１の理念は、一般教育

で培った基礎力に立脚して、各専門教科における

情報処理の応用が円滑にできるように、一層高度

なプログラミング、統計処理などの応用プログラ

ミング、データベースなどのデータ処理、通信ネ

ットワークなどを学習し、専門教科の研究成果を

高めるよう貢献することである。第２の理念は、

そうした学習を通じて将来情報化社会において情

報処理を専門的に担える技術者を育成したり、情

報面での革新を行えるような創造的人材を育てる

ことである。

理工系の内容

ただし専門教育の具体的な内容と在り方は、そ

れぞれの学部によって違ってくる。理工系の場合、

日本では1970年度から情報専門学科が開設され、

言語によるプログラミング教育とその研究への応

用が主に行われてきた。理工系．情報学科協議会に

所属する大学では情報工学科、電子情報工学科、

･情報科学科、電気情報工学科、知能`情報工学科、

`情報学類、情報知識工学科、システムエ学科、組

織工学科、`情報通信工学科、制御情報工学科、計

算機科学科、,情報処理工学科、計算機工学科など

がある。５１学科中47学科が情報という名称を用い

ている一方で、計算機という名称を用いているの

新しい時代潮流

文科系の各学部で情報関連科目の重要,性が高ま

る中で、経営`情報学科や経営情報学部の設立が増

えていることは見過ごしてはならないことである。

４１ 
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経営`情報論や情報管理論、オペレーションズ・リ

サーチ、会計情報論など、`情報を専門的に扱う経

営関連科目が独立の科目として開設されるように

なったので、これに上記の`情報処理科目を加えて

総合的カリキュラムを構成し、組織経営において

情報を効果的に処理、運用、管理できる人材を育

成しようとするものである。他方で理工系におい

ても経営工学科や組織工学科、システムエ学科な

どが近年では情報関連科目のウェイトを高めてお

り、文科系の経営情報学科との類似`性が強まって

きた。このように文科系と理工系の両方で経営学

や組織論、システム論などを履修し、同時に情報

処理も学習するという収散の傾向が出てきたこと

は、まさに現実の情報化社会における新しい時代

潮流を如実に反映している。

力育成）と２つの専門教育理念（専門教科に応用

できる高度な`情報処理技術の習得、`情報処理技術

者や創造的人材の育成）に基づいて、以下のよう

なカリキュラム編成を行っている。

まずｌ～２年次生向けの一般教育では、電子計

算機概論・実習Ｉを設置し、ａコースでワープロ

と表計算による情報リテラシーを、ｂコースでは

BASICによる初歩的プログラミングを、ｃコース

ではＣ言語による初歩的プログラミングを教育し

ている。どのコースもキーボード操作、ワープロ、

コンピュータの構成と動作原理、情報化社会にお

けるコンピューターの役割などは共通に教えてい

る。これらの科目は専門科目に対する基礎科目と

して位置づけられている。

３～４年次生向けの専門教育では電子計算機概

論・実習Ⅱを設置し、プログラミング言語として

FORTRANコースとCOBOLコース、統計処理の

応用プログラミングとしてSASコースとTSPコー

ス、データ処理としてデータベース・コースと地

理データ処理コースを開設している。来年度から

は通信ネットワーク・コースやコンピューター・

グラフィックス・コースも加える予定である。こ

れにより学生は専門教科に応用できる進んだ情報

処理技術の習得が可能となり、中には在学中に情

報処理技術者試験の合格者がでている。

5．法政大学市ヶ谷キャンパスのケース・スタデ

イー

市ヶ谷キャンパスの教育理念とカリキュラム

以上できるだけ一般論として議論してきたが、

最後にケース・スタディーとして筆者の勤める法

政大学市ヶ谷キャンパスにおける情報処理教育に

ついて言及しておこう。上で指摘したような３つ

の一般教育理念（`情報リテラシーの修得、初歩的

プログラミングの訓練、`情報を使いこなす基礎能

経営学部情報処理カリキュラム

４２ 

|日カリキュラム 新カリキュラム

１．２年次配当
電子計算機概論・実習Ｉ

ａコース（ワープロ・表計算）

ｂコース（ワープロ・ＢＡＳＩＣ）

ｃコース（ワープロ．Ｃ言語）

電子計算機概論・実習

ａコース（ワープロ・表計算）
ｂコース（ワープロ・ＢＡＳＩＣ）

プログラミング言語

Ｃ言語コース

ＦＯＲＴＲＡＮコース

ＣＯＢＯＬコース

３．４年次配当
電子計算機概論・実習Ⅱ
ＦＯＲＴＲＡＮコース

ＣＯＢＯＬコース

ＳＡＳコース

ＴＳＰコース

データベース・コース

地理データ処理・コース

ハードウェア論

応用プラグラミング
ＳＡＳコース

ＴＳＰコース

データ処理論

データベース・コース

通信ネットワーク・コース

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ･ｸﾞﾗﾌｨﾌｸｽ･ｺｰｽ 

ハードウェア論

システム設計論

Hosei University Repository



るような設計が優れている。

そこで市ヶ谷計算センターでは、ＷＳとPCの双

方の長所を活かした統合利用環境を作ろうという

先駆的な設計理念のもとに、MS-Windows上か

らX-Windowsが起動できる仕様にしたので、同

一のＰＣ端末上でビジネスソフトはＰＣ（ＭＳ－

ＷｍｄｏｗｓまたはＤＯＳ）で、プログラミング言語、

SASやＴＳＰなどの統計応用プログラミング、デ

ータ通信、IntemetアクセスなどはＷＳ（X-

Wmdows）で、という使い分けができて効率的利

用が可能になった。必要とあれば、ＵＮⅨアプリ

とＰＣアプリを同時に実行することさえ可能であ

る。またＰＣはマルチメディア対応とし、オーサ

リング・ツールも導入して、音声や画像も取り込

んだマルチメディア教材を作れるようにした。

パワーＰＣのようなマルチプラットフォームの

RISCチップがＰＣとＷＳに同時に搭載されるにつ

れて、２～３年後にはＰＣとＷＳの統合利用環

境は当たり前のことになるに違いない。しかし現

段階ではこうした統合利用環境はまだほとんど実

現されておらず、その導入はかなりのリスクを伴

う。そのリスクを承知の上で先駆けてそれを導入

経営学部では来年度から経営'情報コースの新設

に伴い、ｌ～２年次生向けの一般教育では電子計

算機概論・実習（ａコース、ｂコース）、プログ

ラミング言語（Ｃ言語、FORTRAN、COBOL）

を置き、３～４年次生向けの専門教育では統計処

理の応用プログラミング（SAS、TSP）、データ

処理論（データベース、地理データ処理、通信ネ

ットワーク、コンピューター・グラフィックス）

を置く予定である。

また電算関係授業としてEDP会計や情報フラン

ス語、さらに教職課程科目などでも電算室利用を

行っている。この他にⅡ部（夜間部）では一般教

育でコンピューター科学が設置され、来年度から

はＩ部（昼間部）と同様の形の電子計算機概論・

実習ＩとⅡが開設の予定であり、カリキュラムの

体系化が行われる。

ＰＣとWSの統合利用環境

こうした教育と研究をサポートするために、Ｐ

Ｃ教室（40台）が３教室、ワークステーション

ＷＳ教室（40台）がｌ教室、学生カフェテリア

（18台）、教職員カフェテリア（６台）が整備さ

れており、各校舎の教授室や資料室、研究室など

にも多くの端末が分散配置されている。従来は汎

用機と端末のネットワークと単体のＰＣからなる

システムであったが、今年度のリプレースでは

ＷＳとＰＣ端末とのサーバー・クライアント分散

ネットワーク・システムと単体のＰＣからなるシ

ステムに移行した。設計段階で慶應義塾大学湘南

藤沢キャンパスを見学し、ＷＳのみでＰＣが使え

ないシステムでは小回りが利かないので不便であ

る、ネットワークを複雑にしすぎたので管理の仕

事量が過剰になったという２つの反省点を聞いた。

実際ワープロや表計算、ファイル変換、ＤＴＰの

ようなビジネス・ソフトについて、CPU・性能がほ

ぼ同等の４つのプラットフォームでベンチマーク

・テストしたある実験結果によれば、操作`性やス

ピードなどの点でＰＣ、Mac、NeXt、ＵｎｉｘＷＳの

順位となった(１０)。したがってＷＳ一辺倒の設計

をするのではなく、ＰＣが強いところはＰＣに任せ

現されておらず、その導入はかなりのリスクヨ

う。そのリスクを承知の上で先駆けてそれをき

したのは、教育・研究上の必要性からである。
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PCとWSの統合利用環境

ネットワーク構成

ＷＳ教室は40人が一斉にX-Wmdowsを開いて負

荷が非常に大きくなるので、教室内ネットワーク

は10ＭbpsのEtherよりパケット・コリジョンが少

ない１６Ｍbpsのトークンリングとし、実効速度を

倍近<速くしたい！)。授業用のアプリケーション

・ローカル・サーバー６台とNetWarCサーバーは

教室横の準備室に配置し、ファイル・サーバーお

よびプリンター・サーバーとしても使う。したが

ってメール・サーバーを除けば、教室は独立した

システムとして他の影響をほとんど受けずに授業

ができる。現時点では市ヶ谷再開発計画が進行中

で大規模基幹ＬＡＮを張りにくいが、このように

サプネットの独立性を高めれば、必ずしもＦＤＤＩ

光ファイバー網のような大規模基幹ＬＡＮを張ら

なくても実用可能である。研究用メイン・サーバ

ーやメイル・サーバーおよびカフェテリア用サー

バーなどはEtherで繋いでセンターのある校舎に

配置し、そこと教室および資料室や研究室などが

ある校舎を繋ぐのは比較的安価で僅か１Ｍbpsの

ＳＳネットである。上述のようにデータ転送の負

荷を分散して抑えるように設計してあるので、現

在までは効果的に使用できているし、ネットワー

ク管理の煩雑化を防いでいる。何らかの理由で大

規模基幹ＬＡＮを張れない大学にとっては、参考

例になるかもしれない。こうしたネットワークに

より他のキャンパスの電算資源を共通利用したり、

インターネットを通じて全世界の情報にアクセス

できるようになった。そこでこの新しいシステム

をＨＵＭＡＮ（HoseiUnive届ityMultimediaAnd

Network）システムと呼んでいる（
１２） 

｡ 

４４ 

ＨＵＭＡＮＳＹＳＴＥＭ 

ＤＯＳアプリ ＷＩＮＤＯＷＳアプリ ＵＮＩＸアプリ
ＴＳＰ 

ＭＩＦＥＳ 

Ｑ－ＢＡＳＩＣ 

一太郎Ｖ５
ｌ２３Ｒ４Ｊ 

ＡＣＣＥＳＳ１．０ 

ＣＣ－Ｍａｉｌ 

マルチメディア・ツール

X-VisionWare 

SOLITON(TCP/IP） 

ＩＮｅｄ 

ＦＯＲＴＲＡＮ 

ＣＯＢＯＬ 

Ｃ 

ＳＡＳ 

ＴＳＰ 

Ｘ－Ｃ ａｍｐｕｓ 

AIXｸﾗｽﾙｰﾑ管理ｼｽﾃﾑ

日本語TeX

Internet通信

ｽﾊﾟｺﾝのﾈｯﾄﾜｰｸ利用
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ネットワーク構成概略図

Iｎｔｅｒｎｅｔ 小金井計算センター

恵豆;了
多摩計算センター

ＷＳ教室

TokenRing 

教材提示装置１６Mbps

市ヶ谷

計算センター

EthernetlOMbps SSﾈﾌﾄ 

1Mbps 

NetWare UＮＩＸ UＮＩＸ UＮＩＸ 

ﾌﾟﾘﾝﾀｰ･ｻｰﾊﾞｰ 

ﾌｧｲﾙ・サーバー

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ製作装置

教室用APｻｰﾊﾞｰ
ﾌｧｲﾙ･ｻｰﾊﾞｰ 

ﾒｲﾙ･ｻｰﾊﾞｰ 

ｶﾌｪﾃﾘｱAPｻｰﾊﾞｰ 
研究用ﾒｲﾝ･ｻｰﾊﾞｰ
ﾌｧｲﾙ・サーバー

Ｘ端末

ｌ
 

事
務
室
Ｉ
 

ｌ
 

｜
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いる。

（８）慶應義塾大学湘南藤沢では自然言語と並ん

で人工言語を重視し、その教育を必修化して

いる。中村・有澤・斎藤[1991]を参照せよ。

（９）これらの資料は牛島[1991]による。

(lO）ジュリー・コーエン[1992]を参照せよ。

(11）後藤[1993]によれば、高速ファイル・サー

バーとクライアントとの間で64MBの大容量フ

ァイルのランダム・アクセスを実行する場合、

Ethernetでは５クライアントで測定不能に陥

るのに対して、トークンリングでは５クライ

アントでも安定的に動作すると報告されてい

る。

（12）新システムの設計思想については、星野[１

994]および日経産業新聞94年11月25日一検証

先端ユーザー、法政大HUMANシステム」を参照。

注

本稿は、多摩大学大学院・法政大学大学院合同

公開シンポジウム「情報化の最前線－２１世紀への

潮流一」（1994年11月４日）における講演草稿「大

学における情報処理教育」を、加筆・修正したも

のである。

（１）日経新聞93年７月17日「米の･情報ハイウェ

ー構想」を参照。

（２）日経新聞94年６月15日了米GDPlO年で1000

億ドル増、CEA予測」を参照。

（３）日経新聞94年６月15日戸首相指示、日本版

．情報ハイウェー、内閣に推進本部」を参照。

（４）三浦[1991]は企業の立場から大学教育に期

待するものとして、第１に基礎的技術者教育、

第２に幅広い常識の酒養、第３に研究開発を

リードできる人材の育成、第４に産学共同の

推進、第５に国際性のある人材の育成をあげ

ているｃ

（５）新学習指導要領のポイントについては111種

［1992〕を参照せよ。

（６）初等中等教育における情報教育の歩みにつ

いては坂元］992]を参照せよ。

（７）大岩[1991]は一般情報教育の内容を計算機

リテラシ教育とシステム構築教育に２分して
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